
は  じ  め  に 
 

 本書「管理会計(原価計算)全体構造の理解 テキスト編」は，ＩＣＯライセンススク

ールの管理会計ミドルコース、及び日商簿記１級の原価計算インプットコース用のテキ

ストとして作成されたもので，原価計算の入門的知識（日商２級程度）をすでに勉強し

てきた方で，公認会計士試験ないし日商１級・全経上級等を目指す受験生を対象として

います。 

 今日では，「原価計算は企業の経営管理の用具である。」といわれます。つまり，現代

的意義において原価計算は単なる製品原価計算の道具ではなくマネジメントの重要な

ツールとして位置づけられています。 

 したがって，このテキストは単なる計算の解説書ではなく理論的背景までも考慮した

内容となっています。なぜなら各種資格・検定試験は単なる計算のみならず理論問題も

出題されるからです。 

 とりあえずは，一通り眺めて最後まで学習してみてください。そして，もう一度前半

について漏れがないかを確認してみましょう。一度ですべてを完璧にするのではなく，

繰り返し何度も学習するくせを身につけるよう心がけてください。 

 なお，このテキストに沿った問題集が別冊としてございますので，合わせて御利用下

されば，より理解力が深まります。 

 

平成21年６月12日 

 

ＩＣＯライセンススクール 

管理会計（原価計算）研究スタッフ一同 
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第１章 総 論 
 

第１節 原価計算とは 
 原価計算は，企業活動の計画・統制を有効に行なうための原価情報を計算し，報告するいわば経

営管理者の経営管理用具といえる。そして，時代や環境の変化に伴って必要な原価情報も多岐に渡

るようになり，原価計算も様々な領域をその対象とするのである。 

 原価計算では，様々な原価を，種々の計算技法を駆使して計算する。そして計算される原価の種

類および使用される計算技法は，原価計算を行なう目的によって左右されることとなる。つまり原

価計算の目的が異なれば，必要とされる原価数値および原価計算の方法も異なるのである。 

 

１ 原価計算の目的 

＜基準１＞ 

 原価計算の目的は，大きく次の２つに分けることができる。 

① 財務諸表作成目的 

 財務諸表作成目的とは，企業が毎決算期に外部に報告する財務諸表，すなわち公表財務諸表

の作成に必要な原価数値を計算提供するという目的である。原価計算がこの財務諸表作成目的

に役立つためには，売上原価，棚卸資産原価などを計算し，提供することが要請されるので，

製品原価計算が中心となる。 

② 経営管理目的 

 原価計算には，企業における各階層の経営管理者が経営管理活動を行なうのに必要な原価情

報を提供するという任務もある。これが，原価計算の経営管理目的である。 

 

２ 原価計算基準 

 財務諸表作成目的のための原価計算においては，財務諸表の真実性を確保するために，原価は

信頼しうる基礎に立脚し，一般に公正妥当と認められた方法によって計算されなければならない。 

 原価計算基準は，企業会計原則の一環として，原価計算の慣行のなかから一般に公正妥当と認

められるものを要約して設定されたものである。したがって，財務諸表作成目的の原価計算は，

財務諸表の真実性を確保するために，一般に公正妥当と認められた方法によらなければならない

が，これを規定したのが原価計算基準である。 

 また，原価計算基準は，原価計算に対して提起される諸目的を調整し，原価計算を制度化する

ための実践規範として設定されたものである。今日，原価計算に対して与えられる目的は，単一

ではない。企業の原価計算制度は，財務諸表の作成，計画および統制に役立つことが必要とされ

る。 
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 すなわち，これらいずれの計算目的にも，ともに役立つように形成され，一定の計算秩序とし

て常時継続的に行われるものであることが必要とされる。このような原価計算制度を規定したも

のが原価計算基準である。 

 

３ 原価計算制度と特殊原価調査 

＜基準２＞ 

 原価計算基準は，原価計算を原価計算制度と特殊原価調査の２つに大別している。 

① 原価計算制度 

 原価計算制度とは，財務諸表の作成，原価管理，予算統制などの異なる目的が，重点の相違

はあるが相ともに達成されるべき一定の計算秩序である。原価計算制度は，財務会計機構のら

ち外において随時断片的に行なわれる原価の統計的，技術的計算ないし調査ではなくして，財

務会計機構と有機的に結びつき常時継続的に行われる計算体系である。原価計算制度は，この

意味で原価会計にほかならない。 

 財務諸表作成目的の原価計算においては，財務諸表の真実性を確保するために，原価は信頼

しうる基礎に立脚して計算されなければならず，それを保証する手段として，財務会計と勘定

組織のうえにおいて有機的に結合することが要求される。 

 また，原価計算制度が財務会計機構と有機的に結びつくということは，常時継続的に行われ

る計算体系であることを意味する。これは，同時に，原価計算制度の任務は，経常的に必要と

される原価計算目的に役立つことであることを意味する。財務諸表の作成，原価管理，予算統

制などの経常的目的のために行われる原価計算が，原価計算制度である。 

② 特殊原価調査 

 広い意味での原価の計算には，原価計算制度以外に，経営の基本計画および予算編成におけ

る選択的事項の決定に必要な特殊の原価，たとえば差額原価，機会原価，付加原価などを随時

に統計的，技術的に調査測定することも含まれる。これを特殊原価調査という。臨時的目的の

ために，特殊な原価概念を用いて，特別に原価を調査測定するのが特殊原価調査である。 

 しかし，特殊原価調査は，制度としての原価計算の範囲外に属するものであるので，原価計

算基準の規定対象とはなっていない。 

〈理解図〉 

 原 価 計 算 の 目 的 原価計算の計算体系 原価計算基準との関係 

原価計算制度 
財務諸表作成目的 
原価管理目的 
予算統制目的 等 

経常的 財務会計機 
構と有機的 
に結合 

原価計算基準の 
      規定対象 

特殊原価調査 経営基本計画作成目的 経営予算編成目的 等 
随時的 財務会計機 

構のらち外 
原価計算基準の 
     規定対象外 
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４ 原価概念 

＜基準３＞ 

① 原価計算制度における原価概念 

 原価計算基準は，原価計算制度における原価概念について，次のように規定している。 

 「原価計算制度において，原価とは，経営における一定の給付にかかわらせて，把握された

財貨又は用役の消費を，貨幣価値的に表わしたものである。」 

 そして，次の４つの本質を有する。 

 ⅰ）原価は，経済価値の消費である。 

 ⅱ）原価は，一定の給付に転嫁される価値である。 

 ⅲ）原価は，経営目的に関連したものである。 

 ⅳ）原価は，正常的なものである。 

② 非原価項目 

 非原価項目とは，原価計算制度において，原価に算入されない項目のことである。原価計算

基準は，非原価項目を，次のように区分している。 

 ⅰ）経営目的に関連しない価値の減少 

 ⅱ）異常な状態を原因とする価値の減少 

 ⅲ）税法上とくに認められている損金算入項目 

 ⅳ）その他の利益剰余金に課する項目 

③ 機会原価 

 機会原価とは，特定の目的を達成するために犠牲にされる経済的資源を，他の代替的目的に

ふりむけたときに得られるはずの最大の利益額にもとづいて測定した原価のことである。 

 機会原価概念は，原価計算制度における原価概念ではないが，経営意思決定のための制度外

の原価計算では重要な意味をもっている。 
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第２節 製品原価計算 
 

１ 全部原価計算と直接原価計算 

① 全部原価と部分原価＜基準４(三)＞ 

 原価は，製品ないし販売品に集計される原価の範囲にもとづいて，次の２つに分類される。 

ⅰ）全部原価 

 全部原価とは，一定の給付に対して生ずる全部の製造原価またはこれに販売費および一般

管理費を加えて集計したものをいう。製品などに集計されるすべての製造原価（直接原価に

対する全部原価）は全部原価であるが，販売品別の製造原価に販売費および一般管理費を加

えた総原価も全部原価である。 

ⅱ）部分原価 

 部分原価とは，全部原価の一部を集計したものをいう。部分原価は，計算目的によって各

種のものを計算することができるが，最も重要な部分原価は，直接原価計算において製品に

集計される直接原価（変動原価）である。 

② 全部原価計算と直接原価計算 

 原価計算は，製造固定費を製品原価に集計するか否かにより次の２つに分けられる。 

ⅰ）全部原価計算 

 全部原価計算とは，製造原価のすべてを製品原価として製品に集計し，販売費および一般

管理費は期間原価として処理する方法であり，最も一般的な原価計算の方法である。 

ⅱ）直接原価計算 

 直接原価計算とは，総原価を固定費と変動費とに分解し，変動製造原価のみを製品原価と

し，固定製造原価は販売費および一般管理費と同様に期間原価として処理する原価計算の方

法である。 

 

２ 製品原価と期間原価 

＜基準４(二)＞ 

 原価は，財務諸表上の収益との対応関係にもとづいて，次の２つに分けられる。 

① 製品原価 

 製品原価とは，一定単位の製品（および仕掛品）に集計された原価のことである。製品原価

は，その発生とともに仕掛品の原価を構成し，完成時に製品の原価となり，その製品が販売さ

れた時に売上原価に転化し，売上高に対応させられる。この対応は，製品を媒介とする費用収

益の対応であるので，個別的対応といわれる。また，製品原価は，その仕掛品，製品が期末に

おいて未販売の状態にあるならば，棚卸資産原価として貸借対照表に計上される。 



＜ＩＣＯ＞無断複写・複製を禁じます。         管理会計（原価計算）全体構造の理解 

- 5 - 

② 期間原価 

 期間原価とは，一定単位の製品に集計することなく，一期間の発生額がその期の収益に直接

対応せしめられる原価のことである。この対応は，期間を媒介とする対応であるので，期間的

対応といわれる。 

（コメント） 

 期間原価については，その期間における発生額さえ把握されれば十分である。しかし，製品

原価については，その発生額を把握し，それを一定単位の製品に集計して，単位製品の原価を

計算しなければならない。この原価計算を製品原価計算という。 

〈理解図〉 

 

製品原価      棚卸資産原価        売 上 原 価       
 

直接材料費 (広義の) 
原 価 直接労務費 期間原価 
 直 接 経 費      
 製造間接費 

 
(狭義の)                          販  売  費 
期間原価                          一般管理費       

 
非原価 営業外費用       

 特 別 損 失       

 また直接原価計算においては，製造原価のうち変動製造原価だけが棚卸資産原価を構成する

から，製品原価は変動製造原価だけとなり，固定製造原価は販売費および一般管理費とともに

期間原価扱いされる。 

〈理解図〉 
 

範       囲 
 特   徴 

全部原価計算 直接原価計算 

製 品 原 価 製品に集計 全部の製造原価 変動製造原価 

期 間 原 価 収益に直接対応 販売費・一般管理費 
固定製造原価 
 
販売費・一般管理費 

 

⇒ Point up lesson １にチャレンジ（別冊になっています） 
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３ 製造原価要素の分類 

＜基準８＞ 

① 形態別分類 

 形態別分類とは，財務会計における費用の発生を基礎とする分類，すなわち原価発生の形態

による分類であり，これによって原価は，ⅰ）材料費，ⅱ）労務費，ⅲ）経費に大別される。 

 

ⅰ）材料費 

 材料費とは，物品の消費によって生ずる原価をいい，おおむね次のように細分される。 

素材費（または原料費） 

買入部品費 

燃料費 

工場消耗品費 

消耗工具器具備品費 

ⅱ）労務費 

 労務費とは，労働用役の消費によって生ずる原価をいい，おおむね次のように細分される。 

賃金（基本給のほか割増賃金を含む） 

給料 

雑給 

従業員賞与手当 

退職給与引当金繰入額 

福利費（健康保険料負担金等） 

ⅲ）経 費 

 経費とは，材料費，労務費以外の原価をいい，主としてサービスの消費によって生ずる原

価からなる。経費には，次のような費目が含まれる。 

減価償却費 

棚卸減耗費 

福利施設負担額 

賃借料 

修繕料 

電力料 

旅費交通費 
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② 製品との関連における分類 

 製品との関連における分類とは，製品に対する原価発生の態様，すなわち原価の発生が一定

単位の製品の生成に関して直接的に認識されるかどうかの性質上の区分による分類である。製

造原価は，この分類基準によって，次の２つに大別される。 

ⅰ）製造直接費 

 製造直接費とは，一定単位の製品を生産するために消費されたことが直接的に認識される

製造原価のことであり，直接材料費，直接労務費および直接経費に分けられる。 

ⅱ）製造間接費 

 製造間接費とは，一定単位の製品を生産するために消費されたことが直接的に認識されな

い製造原価のことであり，間接材料費，間接労務費および間接経費に分けられる。 

 

③ 職能別分類 

 企業活動は，財務，購買，製造，販売，一般管理の各活動に区分され，これらは職能といわ

れる。そこで，企業活動に関連して発生する経済的資源の消費である原価は，まず，職能に応

じて次のように分類される。 

ⅰ）財務費用 

ⅱ）購買原価 

ⅲ）製造原価 

ⅳ）販売費 

ⅴ）一般管理費 

 このうち財務費用は，原価計算制度上は非原価項目であり，また，購買原価は，製造原価や

販売費および一般管理費に集計される。このため，原価計算基準では，「原価要素は，製造原

価要素と販売費および一般管理費の要素に分類する」としている。 

 なお，販売費と一般管理費とを合わせたものを営業費といい，製造原価と営業費の合計を総

原価という。 
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（コメント） 

 この他にも，例えば機能別による分類等もある。 

〈理解図〉 

    （職能別分類） 製品との関連 
における分類 （形態別分類）

       
   販 売 費     

  
期 間 原 価 

 一般管理費     

       直接材料費 

   製造直接費  直接労務費 

 
製 品 原 価 

 
製 造 原 価 

   直 接 経 費 
総 原 価 

       間接材料費 

      製造間接費  間接労務費 

        間 接 経 費 

 

４ 実際原価計算と標準原価計算 

① 実際原価と標準原価＜基準４(一)＞ 

 原価は，その消費量および価格の算定基準にもとづいて，次の２つに分類される。 

ⅰ）実際原価 

 実際原価とは，原価財の実際消費量をもって計算した原価のことである。ただし，その実

際消費量は，経営の正常な状態を前提とするものであり，異常な状態を原因とする異常な消

費量は，実際原価の計算においてもこれを実際消費量とは解さない。また，実際原価は，厳

密には，実際の取得価格をもって計算した原価の実際発生額を意味するが，予定価格をもっ

て計算しても，消費量を実際によって計算する限り，それは実際原価の計算である。 

実際原価＝実際価格×実際消費量，又は 

実際原価＝予定価格×実際消費量 
 

ⅱ）標準原価 

 標準原価とは，原価財の消費量を，科学的，統計的調査にもとづいて能率の尺度となるよ

うに予定し，かつ，標準価格（予定価格または正常価格）をもって計算した原価のことであ

る。この場合，能率の尺度としての標準とは，その標準が適用される期間において達成され

るべき原価の目標を意味する。 
 

標準原価＝標準価格×標準消費量 
 



＜ＩＣＯ＞無断複写・複製を禁じます。         管理会計（原価計算）全体構造の理解 

- 9 - 

② 実際原価計算と標準原価計算 

 原価計算は，計算される原価の種類にもとづいて次のように分類される。この分類は，原価

基準の相違にもとづく分類ともいわれる。 

ⅰ）実際原価計算 

 実際原価計算は，原価財の実際消費量と実際価格または予定価格にもとづく原価の計算す

なわち製品原価を実際原価として行なう計算方法である。 

ⅱ）標準原価計算 

 標準原価計算は，原価財の標準消費量と標準価格（予定価格または正常価格）にもとづく

原価の計算すなわち，製品原価を標準原価として行なう計算方法である。 

（コメント） 

 全部原価計算と直接原価計算の分類は，製品原価の範囲による分類であるのに対して，実

際原価計算と標準原価計算の分類は，原価基準の相違による分類である。従って，製品原価

計算の基本的な枠組として次の４つが考えられる。 

製品原価の範囲  原価基準の相違 

全部原価計算（全部製造原価）  実際原価計算（実際原価） 

直接原価計算（変動製造原価）  標準原価計算（標準原価） 

 

５ 製品原価計算の手続体系 

① 原価の流れ 

 原価計算では，企業における原価の流れを理解することが重要である。原価の流れは，物の

流れに対応して，次の３段階に分けることができる。 

ⅰ）第１段階 

 原価の流れの第１段階は，製造・販売・管理という企業の経営活動を行なうのに必要な材

料，労働力，機械などの原価財を企業外部から購入する段階である。原価財の購入過程は，

原価が企業に流入する段階であり，ここで原価財の購入原価が認識・測定される。 

ⅱ）第２段階 

 外部から購入された種々の原価財は，企業の経営活動のために消費されていく。原価財の

消費のされ方は，材料，機械，用役という３つに分けて考えることができる。 

 第１に材料は，購入されてからいったん倉庫に保管され，必要に応じて払出されて１回限

りの用途に消費される。第２に機械は，購入後，工場に長期間据え置かれ，製品の製造のた

めに一定の用役を提供する。そして，用役の提供につれて機械は徐々に消費されていく。ま

た，第３に労働力，電力などの用役は，その購入と同時に消費される。 

 さて，原価財が消費されたならば，第１段階で測定された購入原価はその原価財を離れ，

材料の場合は材料費，機械の場合は減価償却費，労働力の場合は労務費となる。材料費，減

価償却費，労務費は，それがいかなる経営活動により発生したのかにより製造原価，販売費，




